
  

伊万里市自然環境等と再生可能エネルギー発電事業との調和に関する 

条例施行規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、伊万里市自然環境等と再生可能エネルギー発電事業との調和

に関する条例（令和元年条例第４０号。以下「条例」という。）の施行に関し、

必要な事項を定めるものとする。 

（抑制区域） 

第２条 条例第９条第１項の規則で定める事業を抑制する区域は、別表に掲げる区

域とする。 

 （届出） 

第３条 条例第１０条第１項の規定による届出は、再生可能エネルギー発電事業届

出書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添付して行うものとする。 

⑴ 事業計画書（様式第２号） 

⑵ 事業区域等状況調書（様式第３号） 

⑶ 周知計画書（様式第４号） 

⑷ 周知実施状況報告書（様式第５号） 

⑸ 事業区域内の土地の登記事項証明書の写し 

⑹ 維持管理に関する計画書（様式第６号） 

⑺ その他市長が必要と認める書類 

２ 条例第１０条第２項の規定による変更の届出は、再生可能エネルギー発電事業

変更届出書（様式第７号）に前項各号に掲げる書類のうち変更に係る書類を添付

して行うものとする。 

３ 前２項の規定による届出は、正副各１通を市長に提出しなければならない。 

 （意見書の提出） 

第４条 条例第１２条第１項及び第１３条第１項の規定による意見書及び再意見書

の提出は、（再）意見書（様式第８号）により行うものとする。 

 （見解書の提出） 



  

第５条 条例第１２条第２項及び第１３条第２項の規定による見解書及び再見解書

の提出は、（再）見解書（様式第９号）により行うものとする。 

（同意の通知） 

第６条 市長は、条例第１４条第１項及び第１５条による同意の可否を決定したと

きは、再生可能エネルギー発電事業（変更）同意通知書（様式第１０号）又は再

生可能エネルギー発電事業（変更）不同意通知書（様式第１１号）により当該事

業者に通知するものとする。 

２ 条例第１４条第２項の規定による通知は、改善通知書（様式第１２号）による

ものとする。 

（維持管理に関する報告） 

第７条 条例第１６条第１項の規定による報告は、再生可能エネルギー発電設備等

状況報告書（様式第１３号）により行うものとする。 

（事業廃止の届出） 

第８条 条例第１７条第１項の規定による事業廃止の届出は、廃止の３０日前まで

に、再生可能エネルギー発電事業廃止届（様式第１４号）並びに撤去及び処分に

関する計画書（様式第１５号）を提出することにより行うものとする。 

２ 条例第１７条第２項の規定による設備の撤去完了の届出は、撤去後３０日以内

に、再生可能エネルギー発電設備撤去完了届（様式第１６号）を提出することに

より行うものとする。 

（立入調査） 

第９条 条例第１８条の規定により立入調査をする職員は、その身分を示す再生可

能エネルギー発電設備立入調査員証（様式第１７号）を携帯し、関係者に提示し

なければならない。 

（指導、助言又は勧告） 

第１０条 条例第１９条の規定による指導及び助言は、指導・助言通知書（様式第

１８号）によるものとする。 

２ 条例第１９条の規定による勧告は、勧告書（様式第１９号）によるものと

する。 



  

（公表） 

第１１条 条例第２０条第２項の規定により意見を述べる機会の付与は、意見を述

べる機会の付与通知書（様式第２０号）によるものとする。 

２ 事業者は、前項に規定する意見を述べる機会を与えられ、意見を述べるとき

は、公表に関する意見書（様式第２１号）によるものとする。 

３ 条例第２０条の規定による公表は、伊万里市公告式条例（昭和２９年伊万里市

条例第１号）に定める掲示場への掲示その他適当と認められる方法により行うも

のとする。 

（補則） 

第１２条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この規則は、令和２年３月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 



  

別表（第２条関係） 

抑制区域 根拠法令等 

農業振興地域内の農用地区域 
農業振興地域の整備に関する法律（昭和

４４年法律第５８号）第８条第２項第１号 

農地 
農地法（昭和２７年法律第２２９号）第２

条第１項 

森林区域 

保安林 

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５

条第２項第１号及び第２５条第１項 

鳥獣保護区 

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に

関する法律（平成１４年法律第８８号）第

２８条第１項 

指定文化財の所在する区域 

文化財保護法（昭和２５年法律第２１４

号）第１０９条第１項、佐賀県文化財保護

条例（昭和５１年佐賀県条例第２２号）第

３２条第１項、伊万里市文化財保護条例

（昭和５１年条例第２１号）第３２条第

１項 

埋蔵文化財包蔵地 文化財保護法第９３条第１項 

土砂災害警戒区域 

土砂災害特別警戒区域 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止

対策の推進に関する法律（平成１２年法律

第５７号）第７条第１項及び第９条第１項 

地すべり防止区域 
地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０

号）第３条第１項 

急傾斜地崩壊危険区域 

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する

法律（昭和４４年法律第５７号）第３条第

１項 

砂防指定地 砂防法（明治３０年法律第２９号）第２条 



  

河川区域 

河川保全区域 

河川法（昭和３９年法律第１６７号）第６

条第１項及び第５４条第１項 

第一種低層住居専用地域 

第二種低層住居専用地域 

第一種中高層住居専用地域 

第一種住居地域 

第二種住居地域 

準住居地域 

近隣商業地域 

商業地域 

準工業地域 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）

第８条第１項 

 



  

様式第１号（第３条関係） 

再生可能エネルギー発電事業届出書 

年  月  日 

伊万里市長 様 

住所（所在地） 

届出者 氏名（名称及び代表者氏名） 

※自署の場合は押印不要 

※法人の場合は原則として記名押印が必要 

 電話番号 

伊万里市自然環境等と再生可能エネルギー発電事業との調和に関する条例第１０条

第１項の規定により同意を受けたいので関係書類を添えて次のとおり届け出ます。 

事 業 区 域 
所 在 地  

面 積  

再生可能エネルギー源の種類 １ 太陽光   ２ 風力 

太陽電池モジュールの総面積等 
㎡   

パネル枚数           枚   

風 力 発 電 設 備 の 高 さ 等 
ｍ   

設置数             基   

想 定 発 電 出 力 ｋＷ   

想 定 年 間 発 電 電 力 量 ｋＷｈ   

事 業 認 定 取 得 日 （ 注 １ ） 年     月     日   

事 業 着 手 予 定 日 （ 注 ２ ） 年     月     日   

事 業 完 了 予 定 日 （ 注 ３ ） 年     月     日   

注 

１ 事業認定取得日には、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関す

る特別措置法第９条の事業認定取得日を記載すること。 

２ 事業着手予定日には、現に再生可能エネルギー発電設備を設置し、又は樹木の

伐採若しくは区画形質の変更を伴う工事を行う予定の日を記載すること。 

３ 事業完了予定日には、再生可能エネルギー発電設備の設置が完了する予定の日

を記載すること。 



  

様式第２号（第３条関係） 

事業計画書 

事 業 者 

住所（所在地）  

氏名（名称及び代表者の氏名）  

電話番号  

設 計 者 

住所（所在地）  

氏名（名称及び代表者の氏名）  

電話番号  

事 業 区 域 
所在地  

面積  

再 生 エ ネ ル ギ ー 源 の 種 別 １ 太陽光   ２ 風力 

太 陽 電 池 モ ジ ュ ー ル の 総 面 積 等 
㎡   

パネル枚数        枚   

風 力 発 電 設 備 の 高 さ 等 
ｍ   

設置数          基   

想 定 発 電 出 力 ｋＷ   

想 定 年 間 発 電 電 力 量 ｋＷｈ   

 

 

 

 

事 業 区 域 に 係 る 抑 制 区 域 

 

 

 

 

 

□ 該当なし 

□ ・第一種低層住居専用地域 

・第二種低層住居専用地域 

・第一種中高層住居専用地域 

・第一種住居地域 

・第二種住居地域 

・準住居地域 

・近隣商業地域 

・商業地域 

・準工業地域 



  

 

（ 事 業 区 域 に 係 る 抑 制 区 域 ） 

 

□ 農業振興地域内の農用地区域 

□ （            ） 

□ （            ） 

□ （            ） 

□ （            ） 

工 事 

施 工 者 

住所（所在地）  

氏名（名称及び代表者の氏名）  

電話番号  

電 気 工 事 

施 工 者 

住所（所在地）  

氏名（名称及び代表者の氏名）  

電話番号  

事 業 区 域 

の 管 理 者 

住所（所在地）  

氏名（名称及び代表者の氏名）  

電話番号  

保 守 点 検 

施 工 者 

住所（所在地）  

氏名（名称及び代表者の氏名）  

電話番号  

事 業 実 施 

工 程 

系統連結予定日 年    月    日 

運転開始予定日 年    月    日 

事業廃止予定日 年    月    日 

緊 急 時 の 

連 絡 先 

住所（所在地）  

氏名（名称及び代表者の氏名）  

電話番号  

 



  

様式第３号（第３条関係） 

事業区域等状況調書 

１ 事業区域内 

事 業 区 域 の 所 在 地  

事 業 区 域 の 面 積 ㎡   

再生可能エネルギー源の種類 １ 太陽光   ２ 風力 

事 業 区 域 の 現 況 （ 地 目 ）  

 

う ち 森 林 
有・無     森林計画区域（該当・非該当） 

保安林の指定  有・無 

う ち 農 地 
有・無（田、畑、樹園地、採草地、耕作放棄

地） 

湧水 有・無  利用状況（          ） 

井戸 有・無  利用状況（          ） 

温泉源 有・無  利用状況（          ） 

用水路 有・無  利用状況（          ） 

水利名・管理組合等名 利用状況（               ） 

排水路水利名 

管理組合等名 

有・無  名称（            ） 

利用状況（               ） 

河川 

河川管理者名 

有・無  名称（            ） 

利用状況（               ） 

 

２ 事業区域周辺 

事 業 区 域 周 辺 の 森 林 

有・無     森林計画区域（該当・非該

当） 

保安林の指定  有・無 

事 業 区 域 周 辺 の 農 地 有・無（田、畑、樹園地、採草地、耕作放棄地） 

 



  

様式第４号（第３条関係） 

周知計画書 

周 知 の 対 象 と す る 地 域  

公告及び縦

覧に関する

事 項 

公 告 す る 地 域  

公告の方法及び期間 年  月  日から  年  月  日まで 

縦 覧 の 場 所  

縦 覧 の 期 間 年  月  日から  年  月  日まで 

説明会に関

す る 事 項 

開 催 予 定 日 時  

開 催 予 定 場 所  

対 象 者  

開 催 の 周 知 方 法  

配布する書類・図面等  

説 明 会 以 外 の 周 知 方 法 

 

 



  

様式第５号（第３条関係） 

周知実施状況報告書 

事 業 区 域 所 在 地  

住民説明会 

開 催 日 時 年  月  日   時から  時まで（ 回目） 

開 催 場 所  

説 明 者  

参 加 者 名  

説明会の状況（内容）  

参 加 者 の 意 見 、 要 望  

参加者の意見、要望に 

対 す る 回 答 
 

上記報告については、説明会の内容と相違ありません。 

年  月  日 

伊万里市長 様 

 

住所（所在地） 

事業者 氏名（名称及び代表者氏名）   

※自署の場合は押印不要 

※法人の場合は原則として記名押印が必要 

 電話番号 

 

 

代表者住所 

関係住民等（区長等） 代表者氏名       

※自署の場合は押印不要 

                      電話番号 



  

様式第６号（第３条関係） 

維持管理に関する計画書 

事 業 区 域 
所 在 地  

面 積  

再生可能エネルギー源の種類 １ 太陽光   ２ 風力 

予 定 工 事 期 間 
年   月   日 から   

年   月   日 まで   

予 定 発 電 期 間 
年   月   日 から   

年   月   日 まで   

想 定 発 電 出 力 ｋＷ   

想 定 年 間 発 電 電 力 量 ｋＷｈ   

再生可能エネルギー発電設備 

製品番号等 

設置規模     ㎡（枚数      枚） 

ｍ（高さ） 

基（基数） 

設備保守点検

施 工 者 

住 所 （所在地） 

氏 名 （名称及び代表者の氏名） 

電 話 番 号  

設備保守点検

概 要 

保守点検に係る実施計画書を添付 

実 施 計 画  

点 検 の 頻 度 

□ 日常巡視点検 （年間    回） 

□ 定期巡視点検 （年間    回） 

□ 精密点検   （年間    回） 

事業区域の維

持管理施工者 

住 所 （所在地） 

氏 名 （名称及び代表者の氏名） 

電 話 番 号  

 



  

 

事 業 区 域 の 

維持管理概要 

維持管理に係

る 実 施 計 画 

実施計画書を添付 

□ 除草計画（除草剤は原則使用しないこと） 

□ 植栽等維持管理計画 

□ 土砂流出防止施設・排水施設の維持管理計画 

□ その他維持管理計画（         ） 

維持管理頻度 年間       回 

災害等発生時

の対応に関す

る 事 項 

保 険 加 入 等 □加入する □加入しない □メーカー補償 

保険等に加入

しない場合の

対 応 

 

施設外へ被害

が及んだ場合

の 対 応 

□加入保険で対応 

 

□その他（                ） 

緊 急 時 の 

連 絡 先 

住 所 （所在地） 

氏 名 （名称及び代表者の氏名） 

電 話 番 号  

 



  

様式第７号（第３条関係） 

再生可能エネルギー発電事業変更届出書 

 

年  月  日 

伊万里市長 様 

住所（所在地） 

届出者 氏名（名称及び代表者氏名）     

※自署の場合は押印不要 

※法人の場合は原則として記名押印が必要 

 電話番号 

伊万里市自然環境等と再生可能エネルギー発電事業との調和に関する条例第１０

条第２項の規定により、関係書類を添えて次のとおり届け出ます。 

事 業 区 域 
所 在 地  

面 積  

再生可能エネルギー源の種類 １ 太陽光   ２ 風力 

変更内容 変更前 変更後 変更理由 

    

 



  

様式第８号（第４条関係） 

（再）意見書 

年  月  日 

伊万里市長 様 

住所 

氏名       

※自署の場合は押印不要 

  電話番号 

あなた（貴社）の事業計画について、伊万里市自然環境等と再生可能エネルギー

発電事業との調和に関する条例第１２条第１項（第１３条第１項）の規定に基づ

き、次のとおり意見します。 

事 業 区 域 
所 在 地  

面 積  

再生可能エネルギー源の種類 １ 太陽光   ２ 風力 

住 民 説 明 会 
開催日時   年  月  日   時から   時まで 

開催場所  

意見  

 



  

様式第９号（第５条関係） 

（再）見解書 

年  月  日 

伊万里市長 様 

住所（所在地） 

届出者 氏名（名称及び代表者氏名）     

※自署の場合は押印不要 

※法人の場合は原則として記名押印が必要 

 電話番号 

年  月  日にご提出いただいた意見書について、伊万里市自然環境等と再生

可能エネルギー発電事業との調和に関する条例第１２条第２項（第１３条第２項）

の規定に基づき、次のとおり意見します。 

事 業 区 域 
所 在 地  

面 積  

再生可能エネルギー源の種類 １ 太陽光   ２ 風力 

住 民 説 明 会 
開催日時   年  月  日   時から   時まで 

開催場所  

意見に対する見解  

 



  

様式第１０号（第６条関係） 

再生可能エネルギー発電事業（変更）同意通知書 

第     号 

年  月  日 

        様 

伊万里市長              印 

伊万里市自然環境等と再生可能エネルギー発電事業との調和に関する条例第１４

条第１項の規定により、次の事業について同意します。 

記 

事 業 区 域 
所 在 地  

面 積  

再生可能エネルギー源の種類 １ 太陽光   ２ 風力 

太陽電池モジュールの総面積等 
㎡   

パネル枚数           枚   

風 力 発 電 設 備 の 高 さ 等 
ｍ   

設置数             基   

想 定 発 電 出 力 ｋＷ   

想 定 年 間 発 電 電 力 量 ｋＷｈ   

同意の条件等 

 



  

様式第１１号（第６条関係） 

再生可能エネルギー発電事業（変更）不同意通知書 

第     号 

年  月  日 

        様 

伊万里市長              印 

伊万里市自然環境等と再生可能エネルギー発電事業との調和に関する条例第１５

条の規定により、次の事業について同意することができません。 

記 

事 業 区 域 
所 在 地  

面 積  

再生可能エネルギー源の種類 １ 太陽光   ２ 風力 

太陽電池モジュールの総面積等 
㎡   

パネル枚数           枚   

風 力 発 電 設 備 の 高 さ 等 
ｍ   

設置数             基   

想 定 発 電 出 力 ｋＷ   

想 定 年 間 発 電 電 力 量 ｋＷｈ   

同意することができない理由 

 



  

様式第１２号（第６条関係） 

改善通知書 

第     号 

年  月  日 

        様 

伊万里市長              印 

伊万里市自然環境等と再生可能エネルギー発電事業との調和に関する条例第１４

条第２項の規定により、次のとおり通知します。 

記 

事 業 区 域 
所 在 地  

面 積  

再生可能エネルギー源の種類 １ 太陽光   ２ 風力 

生活環境の保全上支障が生じるおそれがあると認める内容 

改善を求める内容 



  

様式第１３号（第７条関係） 

再生可能エネルギー発電設備等状況報告書 

年  月  日 

伊万里市長 様 

住所（所在地） 

届出者 氏名（名称及び代表者氏名）  

※自署の場合は押印不要 

※法人の場合は原則として記名押印が必要  

 電話番号 

伊万里市自然環境等と再生可能エネルギー発電事業との調和に関する条例第１６

条第１項の規定により、次のとおり報告します。 

事 業 区 域 
所 在 地  

面 積  

再生可能エネルギー源の種類 １ 太陽光   ２ 風力 

状 況 確 認 年 月 日 年   月   日   

確 認 者 氏 名  

発 電 設 備 の 状 況 

 

事 業 区 域 内 の 状 況 

 

異常時における対策の内容 

 

備考 被災状況及び講じた対策の内容が確認できる写真を添付すること。



  

様式第１４号（第８条関係） 

再生可能エネルギー発電事業廃止届 

年  月  日 

伊万里市長 様 

住所（所在地） 

届出者 氏名（名称及び代表者氏名）     

※自署の場合は押印不要 

※法人の場合は原則として記名押印が必要 

 電話番号 

伊万里市自然環境等と再生可能エネルギー発電事業との調和に関する条例第１７

条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。 

廃止する事業区域 
所 在 地  

面 積  

再生可能エネルギー源の種類 １ 太陽光   ２ 風力 

廃 止 予 定 年 月 日 年   月   日   

再生可能エネルギー発電設備の

撤 去 及 び 処 分 方 法 

 

跡 地 利 用 計 画 の 概 要 等 

 

 



  

様式第１５号（第８条関係） 

撤去及び処分に関する計画書 

事 業 区 域 
所 在 地  

面 積  

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 源 の 種 類 １ 太陽光   ２ 風力 

事業終了後の撤

去及び処分の関

す る 事 項 

設備更新予定の有無 有    ・    無 

撤去及び処分費用 円    

撤去及び処分費用の

調 達 計 画 
 

撤 去 の 予 定 時 期 年  月  日  ・ 未定 

処 分 方 法  

 



  

様式第１６号（第８条関係） 

再生可能エネルギー発電設備撤去完了届 

年  月  日 

伊万里市長 様 

住所（所在地） 

届出者 氏名（名称及び代表者氏名）     

※自署の場合は押印不要 

※法人の場合は原則として記名押印が必要 

 電話番号 

伊万里市自然環境等と再生可能エネルギー発電事業との調和に関する条例第１７

条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。 

事 業 区 域 
所 在 地  

面 積  

再生可能エネルギー源の種類 １ 太陽光   ２ 風力 

撤 去 完 了 日 年   月   日   

今 後 の 連 絡 先 

住 所 （所在地） 

氏 名 （名称及び代表者の氏名） 

担 当 者  

電 話 番 号  

特 記 事 項 

 

 



  

様式第１７号（第９条関係） 

（表面） 

第号 

所属 

職氏名 

再生可能エネルギー発電設備立入調査員証（身分証明書） 

この証明書を携帯する者は、伊万里市自然環境等と再生可能エネルギー発電事

業との調和に関する条例第１８条の規定に基づく立入調査を行う権限を有する者

であることを証明する。 

年   月   日交付 

伊万里市長 

 

 

（裏面） 

伊万里市自然環境等と再生可能エネルギー 

発電事業との調和に関する条例 （抜粋） 

第１８条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、事業者に対して報告

若しくは資料の提出を求め、又は職員を事業区域に立ち入らせて調査を行うこ

とができる。 

 

 

備考 大きさは、縦５.５センチメートル、横９センチメートルとし、白地黒文字

とする。 



  

様式第１８号（第１０条関係） 

指導・助言通知書 

第     号 

年  月  日 

        様 

伊万里市長              印 

伊万里市自然環境等と再生可能エネルギー発電事業との調和に関する条例第１９

条の規定により、次のとおり通知します。 

記 

事 業 区 域 
所 在 地  

面 積  

再生可能エネルギー源の種類 １ 太陽光   ２ 風力 

指導又は助言の内容 

 



  

様式第１９号（第１０条関係） 

勧告書 

第     号 

年  月  日 

        様 

伊万里市長              印 

伊万里市自然環境等と再生可能エネルギー発電事業との調和に関する条例第１９

条の規定により、次の措置を講じるよう勧告します。 

記 

事 業 区 域 
所 在 地  

面 積  

再生可能エネルギー源の種類 １ 太陽光   ２ 風力 

勧告事項 

 



  

様式第２０号（第１１条関係） 

意見を述べる機会の付与通知書 

第     号 

年  月  日 

        様 

伊万里市長              印 

あなたが施行しようとする事業については、  年  月  日付け第  号の

勧告書をもって必要な措置を講じるよう勧告しましたが、未だに改善が認められな

いことから、伊万里市自然環境等と再生可能エネルギー発電事業との調和に関する

条例第２０条第１項の規定により、その旨を公表することを予定しています。よっ

て、同条例第２０条第２項の規定により意見を述べる機会を付与しますので、通知

します。 

なお、意見書の提出期限までに提出されない場合は、下記に記載した公表を予定

する事項を公表することになります。 

記 

１．公表を予定する事項 

氏名（名称及び代表者氏名）  

住 所 （ 所 在 地 ）  

公表の原因と

なった事業の

内 容 

事 業 区 域 
所 在 地  

面 積              ㎡ 

再生可能エネルギー源の種別  １ 太陽光   ２ 風力 

勧 告 の 内 容  

公 表 の 時 期 年   月   日 

公 表 の 方 法  

２．意見を述べる機会の付与に関する事項 

意見書の提出期限 年    月    日 

提 出 先 伊万里市        部         課 



  

様式第２１号（第１１条関係） 

公表に関する意見書 

年  月  日 

伊万里市長 様 

住所（所在地） 

届出者 氏名（名称及び代表者氏名）     

※自署の場合は押印不要 

※法人の場合は原則として記名押印が必要 

 電話番号 

年   月   日付け第 号の意見を述べる機会の付与通知書について、次の

とおり意見を述べます。 

事 業 区 域 
所 在 地  

面 積  

再生可能エネルギー源の種類 １ 太陽光   ２ 風力 

勧告の原因について意見 

その他当該事案の内容についての意見 

 


